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3-3　危機管理対策の推進強化

 

長期目標 計画期間目標 

危機管理対策の推進強化 
リスク対策の促進、災害発生時の対応スキル向上、

応援受援体制の強化 

【現状】 

 近年、地震や豪雨など、非常に大きな自然災害や予期せぬ事象が発生する中、安心・安全な給水

体制を確保するため、ハード・ソフト両面の備えを行っています。 

 府営水道のハード対応としては、３浄水場接続による「京都府営水道広域水運用システム」を構

築し、給水区域全域に対し相互にバックアップ可能であるほか、近隣水道事業者とも緊急連絡管

を整備しています。さらに、３浄水場・久御山広域ポンプ場の耐震化・水害対策を実現するとと

もに、電源喪失への対策として３浄水場・久御山広域ポンプ場への非常用自家発電設備の整備が

完了しています（自家発により稼働できる施設能力（全施設能力に対する割合）：166,000 ㎥/日

（100%））。（資料 3-3-1、2、3） 

 また、渇水への対応としては、３浄水場接続による広域水運用により、３川同時に既往最大の取

水制限が行われても（宇治川 20%、木津川 20%、桂川 30%）、夏期平均受水量の全量（夏期最大に

対しては 91%）を供給できる体制となっています。（資料 3-3-4） 

 ソフト対応としては、対策要領・各種マニュアル整備や事故等対応訓練の実施の他、関係機関と

の連携などに取り組んでいます。（資料 3-3-5、6、7） 

【課題・論点】 

 水道施設の耐震対策等を一層強化するほか、水の供給のバックアップ機能の強化に努め、府営水

道エリア全体として水の供給が途絶えることのないよう対応する必要があります。 

 事前の備えとして、水道用資機材の確保、危機管理に関する計画・マニュアルの整備、効果的な

訓練の実施など非常時にも迅速に対応できる体制を整えることが必要です。 

 また、事業者単独で解決が困難な課題に対しては、近隣事業者と協力できるネットワーク網を構

築し広域的に対応することが必要です。 

【府営水道エリアの目指すべき方策】 

 受水市町と連携・共同した危機管理に関する取組を充実・強化します。具体的には、単線ライン

である給水区域をカバーできるようにするため、バックアップ機能（緊急連絡管接続等）の検討

を行うとともに、府営水道の緊急用備蓄資材等の充実や受水市町と連携した応急資機材等の共同

化等に加えて、府内最大事業者である京都市などの事業者と連携した応急復旧資機材等の相互融

通など、広域的な調達・支援を可能にする体制について検討します。 

 また、実際に起きた事故等から得られた教訓を着実に改善に結びつけていくため、受水市町と合

同で危機対策会議の開催や実践的事故対応訓練を実施します。さらに、受水市町と連携して相互

に施設管理ノウハウを共有する取組を行うなど、対応力の向上を図ります。 

【府営水道の取組】 

 送水管路の耐震化を計画的に進めるとともに、非常時水運用にスムーズに移行できるよう通常

時から定期的に各方面への水運用を実施するなど広域水運用システムが持つ威力を最大限発

揮させる取組を推進します。 

 事業環境の変化に合わせて危機管理マニュアル等の見直しを適正に行うとともに、事業継続計

画（BCP）を充実させ、昨今の新型コロナウィルス感染症の流行のように今後も発生が懸念され

る多様な事象に柔軟に対処します。 

 現有の「京都府営水道無線システム」と融合させながらＩＣＴ（情報通信技術）の活用を推進

し、事故・災害発生時に迅速かつ的確な対応により被害を最小限にとどめます。 

３ 危機管理対策の推進強化 
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3-3　危機管理対策の推進強化

資機材名
ポンプ付き給水タンク

給水タンク

応急給水装置

容　　　量 数量
2,000㍑
2,000㍑
1,000㍑
500㍑

480袋／ｈ（3㍑）

1基

1基
1基

3基

1台
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